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１１１１    総合戦略の策定について総合戦略の策定について総合戦略の策定について総合戦略の策定について

（１）策定の主旨（１）策定の主旨（１）策定の主旨（１）策定の主旨
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第２期「奈良県地方創生総合戦略」においては、「奈良新『都』づくり戦略 2020」を踏まえ、

９つの『都』づくり戦略（九条大路戦略）を基本目標とします。 

 
１１１１    栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる栄える「都」をつくる  

   ～奈良県経済の好循環を促し、働きやすく、就業しやすい奈良県にする～ 

 

２２２２    賑わう「都」をつくる賑わう「都」をつくる賑わう「都」をつくる賑わう「都」をつくる  

   ～奈良が有する自然・歴史・文化資源を活用し、観光産業を振興する～ 

 

３３３３    愉しむ「都」をつくる愉しむ「都」をつくる愉しむ「都」をつくる愉しむ「都」をつくる  

   ～県民が安心して快適に暮らし続けられる奈良をつくる～ 

 

４４４４    便利な「都」をつくる便利な「都」をつくる便利な「都」をつくる便利な「都」をつくる 

   ～県土マネジメントを推進し、効率的で便利な交通基盤をつくる～ 

 

５５５５    健やかな「都」をつくる健やかな「都」をつくる健やかな「都」をつくる健やかな「都」をつくる  

   ～健康寿命日本一を目標に、高齢者、障害者を含む、誰もが健やかに暮らせる地域をつ

くる～ 

 

６６６６    智恵の「都」をつくる智恵の「都」をつくる智恵の「都」をつくる智恵の「都」をつくる  

   ～すべての県民が、生涯良く学び続けられ、奈良の歴史文化に親しめる地域をつくる～ 

 

７７７７    豊かな「都」をつくる豊かな「都」をつくる豊かな「都」をつくる豊かな「都」をつくる  

   ～県内の農・畜産・水産業・林業の振興、農村活性化、森林を護る施策を進める～ 

 

８８８８    誇らしい「都」をつくる誇らしい「都」をつくる誇らしい「都」をつくる誇らしい「都」をつくる 

   ～交流、定住の促進により、南部地域・東部地域を、頻繁に訪れてもらえる、住み続け

られる地域にする～ 

    

９９９９    爽やかな「都」をつくる爽やかな「都」をつくる爽やかな「都」をつくる爽やかな「都」をつくる  

   ～奈良が持つ行政資源を総動員し、効率的・効果的な行財政マネジメントを行い、行き

届いた行政サービスを届ける～  

 

 

（２）基本目標（２）基本目標（２）基本目標（２）基本目標 
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第２期総合戦略の計画期間は、2020 年度（令和 2 年度）から 2024 年度（令和 6 年度）までの

5 年間とします。ただし、第２期総合戦略策定後に新たに策定される各分野の計画などを勘案し、

総合戦略の見直しが必要となる場合は改定を行います。なお、本県が策定する各分野の計画が変

更されたこと等に伴って、ＫＰＩが変更された場合は、総合戦略の数値目標・ＫＰＩも読み替え

ることとし、改定は行わないものとします。 

※ＫＰＩ（Key Performance Indicator の略） 

 

 

 

 

 

 

本県では国の地方創生の動きと呼応し、「奈良県地方創生本部」を平成 26 年 8 月に設置する

とともに、各分野の有識者を委員として設置する審議会等を、この地方創生本部体制と関連づ

けることにより、各会議での意見を取組に反映することとしています。                  

 第２期総合戦略の策定に当たっても、各会議の「産官学金労言」などの有識者のご意見を参

考にするため、「奈良県地方創生有識者会議」を開催しました。 

 これまで同様、総合戦略の実行段階においても、地方創生本部会議を開催し、施策の推進、

施策の成果・効果の検証を行うとともに、「奈良県地方創生有識者会議」などからのご意見をい

ただくこととします。 

 また、市町村の地方人口ビジョン及び地方版総合戦略の策定に向けて、県と市町村の連携を

強化するため、実務担当者レベルの会議「県・市町村地方創生連携会議」が設置されており、

県と市町村の調整、県と市町村の情報交換を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）取組の対象期間（３）取組の対象期間（３）取組の対象期間（３）取組の対象期間 

（４）総合戦略の推進体制（４）総合戦略の推進体制（４）総合戦略の推進体制（４）総合戦略の推進体制 
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第２期総合戦略の推進に当たっては、第１期総合戦略と同様に次の５点を基本的な姿勢とし

ます。 

①県と市町村が協働して共通課題の解決を図る「奈良モデル」の一層の推進 

   人口減少と少子高齢化が進み、小規模で行財政基盤の脆弱な市町村が多いことを踏ま

え、市町村同士または県と市町村の連携・協働の取組である「奈良モデル」を「地方自治

の新しい形」として積極的に推進することにより、県・市町村の行政運営の効率化を図

り、本県独自の地方創生を目指します。 

②客観的なデータ分析に基づく地域の実態の把握、課題の抽出、施策の立案 

   これまで同様、統計やアンケート調査などによる現状分析で課題を浮き彫りにし、これ

を踏まえて戦略を練っていくことを基本とします。具体的には、部局横断的に設定したテ

ーマごとに、統計データに基づき現状と課題を分析し、課題解決のための戦略を練り、繰

り返し粘り強く実行していきます。 

③明確な「重要業績評価指標（ＫＰＩ）」を設定、ＰＤＣＡサイクルによる効果検証と改善  

   これまでも「主な政策集」において政策ごとの目標を設定し、ＰＤＣＡサイクルによ

り、事業の実施結果を「重点課題に関する評価」として決算審査時にわかりやすく公表し

ています。これを踏まえ、この総合戦略においても、可能な限り定量的なアウトカム指標

を重要業績評価指標（ＫＰＩ）として設定し、その達成状況を毎年度チェックし、次年度

の施策立案、予算編成、事業執行に的確に反映させていきます。 

④産官学金労言など広くヒューマンネットワークを活用 

   総合戦略の策定に当たっては、その審議会等から、産官学金労言（産業界、国の関係行

政機関、教育機関、金融機関、労働団体、メディア）などの各分野の有識者の意見を参考

にしました。 

   今後、総合戦略の実行段階においても、産官学金労言からの幅広いご意見を取組の参考

としていく予定です。 

⑤多様な主体と協働・連携して地域の課題を解決 

   プロジェクトを実施する際には、ＰＦＩ（民間との協働による施設整備と運営）手法

や、まちづくりにおけるＰＰＰ（民間の資金、能力、ノウハウなどとの連携）を活用する

など、民間活力を最大限活用します。 

   また、地域の課題解決に取り組むため、市町村や民間企業などの多様な主体と協働・連

携します。  

 

 

 

（５）総合戦略推進に当たっての基本的な姿勢（５）総合戦略推進に当たっての基本的な姿勢（５）総合戦略推進に当たっての基本的な姿勢（５）総合戦略推進に当たっての基本的な姿勢 
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日時 実施項目 

平成 31 年 4 月 24 日 地方創生に関する都道府県・指定都市担当課長説明会（第 1 回） 

令和元年 6 月 21 日 まち・ひと・しごと創生基本方針 2019 閣議決定 

7 月 2 日 地方創生に関する都道府県・指定都市担当課長説明会（第 2 回） 

7 月 18 日 県・市町村地方創生連携会議（第 1 回） 

8 月 8 日 地方創生にかかる政府予算編成提案・要望活動 

9 月 4 日 地方創生に関する施策説明会（近畿ブロック） 

10 月 3 日 第 2 期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び地方創生関係交付金

等説明会・相談会 

11 月 21 日 県・市町村地方創生連携会議（第 2 回） 

11 月 28 日 奈良県地方創生本部会議 

12 月 11 日 12 月定例県議会総務警察委員会において概要説明 

12 月 13 日 第 2 期総合戦略（素案）についてパブリックコメント実施 

令和 2年 1月 15 日 地方創生に関する都道府県・指定都市担当課長説明会（第 3 回） 

1 月 17 日 奈良県地方創生有識者会議 

1 月 27 日 県・市町村地方創生連携会議（第 3 回） 

2 月 26 日 2 月定例県議会議案提出 

3 月 25 日 2 月定例県議会議決 

 

 

 

 

（６）取組の経緯（６）取組の経緯（６）取組の経緯（６）取組の経緯 




